
舟形町地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）策定の取り組み
地方公共団体実行計画（事務事業編）策定研修会 事例報告

山形県舟形町
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策定の経過
１【基本情報】
策定時期：平成30年3月
計画期間：2018年度から2030年度まで
削減目標：2013年度比▲26％
策定部署：まちづくり課（企画調整部門）
作成方法：既存のフォーマットを利用し職員が作成
作業人員：正職員1人、臨時職員1人（データ入力）
予 算：特別な予算措置なし



２【時系列】
H27年頃 ・本業務担当が企画調整係に振り分けられる。

→それまでは新エネルギーしか持っていなかったが (T_T)

H28年度 ・環境衛生係から引継ぎ、担当者会議等に出席。早期作成の趣旨は理解。
・「国の補助金あります。お手伝いします。」というコンサルタント業者が
頻繁に営業。近隣自治体では１千万円規模と聞き、びっくり。

・投資計画（5年）にも載せておらず、温暖化対策や新エネ導入などの明確な
将来ビジョンもなかったため、巨大な支出は無理ですよ。

・今作っておかないと事業採択等で不利になるかもとの不安があり、
H29年度中の作成を予定。

・お金もないので自前で作るしかない。でも人手もない。
・環境省もバックアップ。フォーマットを用意してくれている。が結構ムズイ。
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・「難しくて作れない！」という当町のような小規模自治体対応として、
県の研修会に登場した講師の方が、さらに簡易版のフォーマットを用意
してくれてました。これならやれそう。
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H29年度 ・できるだけフォーマットに沿って、最小限の労力で取り組む方針に。
・最初に過去データのとりまとめ作業開始

→契約ごとに電気使用量を入力していくエクセル表を作り、
入力作業は臨時職員に依頼。手空きの時に作業してね。



→同様に、燃料等のデータを集計。
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・あとは算定シートに数値を入れていけば、
温室効果ガスの排出量が自動でグラフ化されます。

・計画書のフォーマットを参考に作成し、集計したデータを取り入れながら
計画書（案）を作成。課長等会議での説明を重ねながら修正を加え、完成。
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平成29年度 ・計画初年度、特徴的な取り組みは示していないが、施設建設や大規模改修時

には、自然エネルギーや省エネ設備

の導入を検討することとし、照明の

ＬＥＤ化も進めていく方針。当町で

は、電気の使用量がＣＯ2排出量に

もっとも影響して います。

エネルギー別の温室効果ガス排出量の割合
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今後の方針（教育委員会目線で）
■教育関係施設におけるＣＯ２排出量の推移（主な施設：小学校1校、中学校１校）

9



■小中学校に新電力（再エネ比率80％）を活用した場合
348t-co2から211t-co2へ、CO2が131t-co2削減される計算です。

教育委員会では、▲26％達成に向けて、学校への新電力活用を検討しています。

でも最近のトレンドは「ＣＯ２ゼロ宣言？」らしい。まじかっ！10



ご清聴ありがとうございました。
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